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要　　　約

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）に関しては多くの陰謀論が存在する。COVID-19 の陰謀論を信

奉することで，感染リスクを軽視する認知を高め，個人としても感染リスク行動を取るようになるとともに，

政府による感染防止政策を支持しなくなることが予測される。欧米ではこうした社会心理過程が指摘されて

おり，本研究では日本でも同様の過程が見られるかを検討していく。研究 1 では，2021 年 1 月に質問票調

査を実施し，構造方程式モデリングによる分析を行った。その結果，仮説どおりに「COVID-19 に関する陰

謀論を信奉している人ほど，感染リスク軽視を通じて，個人として感染リスク行動を行うとともに，政府が

感染対策政策を行うことを支持しない」と仮定したモデルの妥当性が確認された。次に研究 2 では，研究 1

の調査回答者に対して，2022 年 1 月に縦断調査を実施した。その結果，SEM により影響過程モデルが同様

であることを確認した。また，縦断データに対する同時効果モデル及び交差遅延モデルの分析結果から仮説

の因果は妥当性が高いことが示された。以上の結果は，COVID-19 の陰謀論を信奉することが，COVID-19

のリスク軽視をもたらし，個人や政府の感染症対策を阻害する影響がある可能性を示唆している。

キーワード： 陰謀論，COVID-19，新型コロナウイルス感染症，リスク認知

 
問題・目的

COVID-19 におけるリスク認知と感染対策

新型コロナウイルス感染症（COVID-19）は 2019 年

12 月に最初に中国の武漢で報告され，さらに日本国内

でも 2020 年 1 月に感染者が最初に確認されて以降，感

染の拡大と収束を繰り返しながら全世界でパンデミック

を引き起こした。2022 年 6 月時点において全世界で 630

万人以上の死者が，日本国内でも 3 万人以上の死者が確

認され，100 年前のスペイン風邪以来の未曾有の感染禍

とされる（厚生労働省，2022；World Health Organization, 

2022）。特に高齢者や基礎疾患を持つ人は重症化や死亡

のリスクが高く，また健康な若者であっても感染後の後

遺症のリスクが懸念される。

一方で，感染のリスクとなる行動を取った場合でも，

その後に必ず感染するわけではなく，また感染したとし

ても無症状の場合さえあることもあり，COVID-19 の危

険性を軽視し，適切な感染対策を取らない人や，政府が
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感染防止政策を実施することに反対する人も存在する。

COVID-19 の感染拡大を防ぐためには，こうした COVID-19

のリスク軽視がどのような心理に基づいているのかを理

解することが重要となる。

COVID-19 に関する陰謀論の影響

本研究では，COVID-19 のリスク軽視と感染関連行動

の先行要因として陰謀論の影響を検討する。陰謀論とは，

「重要な社会的・政治的出来事や状況の究極的な原因を，

力を持つ 2 人以上の行為者による秘密の陰謀の主張から

説明しようとする試み」と定義されている（Douglas et 

al., 2019）。いわば，さまざまな社会的・政治的出来事が，

秘密結社，政府，大手企業といった“隠れた権力者”に

よる陰謀によって引き起こされたものだとされる主張が

陰謀論である。例として，ケネディ大統領の暗殺，9.11

米国同時多発テロ，アポロ宇宙船の月面着陸，トランプ

対バイデンの米国大統領選挙，そして本研究が対象とす

る COVID-19 に関する陰謀論が挙げられる。陰謀論それ

自体は新しいものではなく，いつの時代にも存在してい

た（Brotherton, 2015）。それぞれの陰謀論を支持する程

度は陰謀信念（conspiracy belief）と呼ばれる。こうした

陰謀信念は，偏見，虐殺，医療拒否といった社会的な問

題行動を引き起こす原因の一つとなりうる（Bartlett & 

Miller, 2010; Douglas et al., 2019）。近年の 2021 年にも，

アメリカでの大統領選挙に関して不正があったという陰

謀を信じたトランプ前大統領の支持者が国会議事堂を襲

撃する事件が発生した。陰謀信念に関する社会心理学的

プロセスを理解することは現代社会の喫緊の重要課題だ

といえる。

本研究が対象とする COVID-19 においても同様に否定

的な影響が指摘され，陰謀論が感染症の危険やワクチン

に関する誤った情報を広める背景となることから，近年

大きく問題視されている。陰謀論の特徴の一つは「権威

による公的な推奨の否定」であり，それは COVID-19 に

関しても同様である（Douglas, 2021）。すなわち，陰謀

論を信奉することで，公的権威や世間一般とは反対方向

の認識を取りやすくなる。COVID-19 においては，医療

の専門家や公的機関は感染の危険性を指摘し，感染予防

の対策を推奨している。一方で，陰謀論に基づく世界観

では，世間で広く共有された常識や専門家が示す知見と

は異なる言説が陰謀によって隠された真実だと主張され

る。その結果，COVID-19 の陰謀論でも，「公的な推奨

では COVID-19 は危険だとされるが，これは政府や製薬

会社の陰謀による誤った情報であり，COVID-19 は実は

危険ではない」といった認知的転換が生じ，結果として

COVID-19 のリスクを軽視し，適切な感染対策をとらな

くなることに繋がりうる。

実際に感染禍において実施された実証研究でも，

COVID-19 の陰謀信念の強さと感染予防行動との負の

関連性が，欧米を中心に繰り返し指摘されてきた。例

えば，アメリカとイギリスの回答者において，感染爆

発をデマだとみなすような陰謀論を信じている人ほど，

COVID-19 に脅威を感じず，手洗いやソーシャルディス

タンスなどの感染予防行動を行わない傾向が見られた

（Imhoff & Lamberty, 2020）。また，アメリカの調査では，

COVID-19 に関する陰謀信念を持つ人ほど，その 4 ヶ月

後のパンデミックの脅威知覚，マスク着用など予防行動，

ワクチン接種意図が低い傾向が見られた（Romer & 

Jamieson, 2020）。また別の研究では，COVID-19 の陰謀

信念を持つことが，ソーシャルディスタンスを取る行

動を減少させることが縦断パネル調査から示された

（Bierwiaczonek, Kunst, & Pich, 2020）。他の研究でも

COVID-19 に関する陰謀信念と感染予防行動の負の関

連が示されてきた（Allington, Duffy, Wessely, Dhavan, & 

Rubin, 2021; Karić & Međedović, 2021）。感染予防行動の

みならず，COVID-19 陰謀信念と公衆衛生政策への支持

との負の関連も報告されている（Earnshaw, Eaton, Kali-

chman, Brousseau, Hill, & Fox, 2020）。こうした結果は，

COVID-19 に関する陰謀信念が，感染リスクを軽視させ

ることで，感染予防の対策となる行動や政策支持を低減

させたのだと解釈できるだろう。実際に陰謀信念を持つ

人ほど，正確な感染に関する知識が乏しい結果，その後

の COVID-19 への感染率が高いことも報告されている

（Moore, Ruisch, Granados Samayoa, Boggs, Ladanyi, & 

Fazio, 2021）。

ここで重要な点として，陰謀論の内容は COVID-19 の

脅威を低める内容だけとも限らない。例えば，先に紹介

した欧米の COVID-19 陰謀論の研究では，新型コロナウ

イルスは他国や自国が作った生物兵器であるといった脅

威を高める可能性がある内容の陰謀論も含まれていた

（Bierwiaczonek et al., 2020; Earnshaw et al., 2020; Romer 

& Jamieson, 2020）。それにもかかわらず，これらを含む

陰謀信念は感染予防行動や感染リスク認知と負の関連が

見られた。つまり，陰謀論の内容が COVID-19 の脅威を

過少評価する内容に限らず，脅威を過大評価させるよう

な内容であっても，それらの陰謀論を信奉する傾向が，

感染リスク認知や感染予防行動を低下させる可能性があ

る。本研究でもそれを踏襲し，COVID-19 の脅威を低め

る可能性のある項目も，高める可能性のある項目もとも

に準備し，これらの陰謀項目への信念が相互にどのよう
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な関連があるのか，また COVID-19 リスク軽視などとど

のように関連しているのかを検討していく。

本研究の目的と仮説

これまでの研究で，COVID-19 陰謀論を信奉すること

が，感染リスク認知や感染予防行動を低減させること

が指摘されてきた。その一方で，これまでの知見の多

くは欧米を中心とした海外のものである。日本国内の

COVID-19 に関する陰謀論と感染症の心理・行動の関連

性，及びその心理過程として感染リスク軽視の媒介的影

響過程を示す実証研究はほとんど見られない。本研究で

は，海外での研究と同様に，日本においても COVID-19

に関する陰謀信念を持つことが，感染対策行動と関連す

るのか，さらにリスク軽視の媒介的影響が見られるのか

を検討する。

本研究では，COVID-19 陰謀信念を持つことが，COVID- 

19 のリスクを軽視させる結果，感染対策行動を取らな

くなると予測した。また，個人の感染対策行動のみなら

ず，政策判断の面でも，政府が行う感染拡大防止の政策

を支持しなくなると予測した。

仮説：COVID-19 に関する陰謀論を信奉している人ほ

ど，感染リスク軽視を通じて，個人として感染リスク行

動を行うとともに，政府が感染対策政策を行うことを支

持しないだろう。

この仮説はすなわち，COVID-19 陰謀信念が感染リス

ク行動および政府の感染防止政策への支持に及ぼす影響

を，COVID-19 リスク軽視が媒介する影響過程モデルと

して考えることができる。研究 1 では，2021 年 1 月の

調査データをもとに上記仮説を検討する。さらに研究 2

では，2022 年 1 月に追加した縦断データにもとづいて，

研究 1 の結果が再現されることを確認するとともに，さ

らに縦断データ分析から因果の検討を行う。

研　究　1

以上の仮説を検討すべく，2021 年 1 月に調査を実施

した。

方　法

調査概要　本調査は，日本のインターネット調査会社

に依頼し，登録モニターを対象に参加者を募集し，2021

年 1 月 15 日から 1 月 21 日にかけて実施した。この調査

時期は，2020 年末から年始にかけて，日本国内で当時

過去最大の 1 日あたりの新規感染者数が報告された，い

わゆる「第 3 波」の最中であり，1 月 8 日からの第 2 回

緊急事態宣言が発出されてすぐの時期であった。緊急事

態宣言では，外出の自粛や，飲食店営業やイベント開催

の自粛への協力要請などがなされており，感染への危機

感が高いと見込まれる時期であった。また，この時点で

は，ワクチンが日本国内でまだ承認されておらず，一般

の人の接種可能時期や効果も不明であった。インター

ネット上に作られた調査サイトからオンラインで回答が

なされ，回答後には謝礼として金銭と同様に利用可能な

ポイントが調査会社から与えられた。

本調査は項目数が多く，回答者の負担軽減のため，1

週間以内に 2 回に分けて調査を実施した。日本在住の日

本国籍を持つ人に対して，年齢・性別で偏りが生じない

ように，回答時点では各年代・性別が同数になるよう

に割付を行って募集した。1 回目のみの回答者をあわ

せて最終的に 1383 名から回答が得られた。本調査で

は，2 回の両調査に回答し，かつ 4 回の DQS（Directed 

Questions Scale，例：この項目は「ほとんどそう思わな

い」を選択して下さい）の全てに適切に正答した回答者

735 名を分析の対象とした。分析対象者の内訳は，男性

351 名（47.8%），女性 384 名（52.2%）であった。平均

年齢は 46.51 歳（SD=13.75）であった。居住地は，北海

道 41 名（5.6%），東北地方 44 名（6.0%），関東地方 281

名（38.2%），中部地方 119 名（16.2%），関西地方 143 名

（19.5%），中国地方 46 名（6.3%），四国地方 10 名（1.4%），

九州・沖縄地方 51 名（6.9%）であった。このデータを

以下，2021 データと呼ぶ。

分析項目

COVID-19 陰謀信念（独立変数）　COVID-19 に関する

陰謀論に関しては，独自の 5 項目から測定を行った。海

外の COVID-19 陰謀論研究（Imhoff & Lamberty, 2020; 

Bierwiaczonek et al., 2020; Romer & Jamieson, 2020）で用

いられた質問項目を参考にするとともに，日本の社会や

インターネットで実際に見られる内容を踏まえて調査時

点である 2021 年 1 月当時の日本の実情に合致するよう

に，著者らで議論しながら独自の 5 項目を選定した。項

目は 7 件法で尋ねられた（1：全くそう思わない～ 7：

非常にそう思う）。項目は下記のとおりである。「日本政

府が公表する新型コロナウイルスの感染者数はごく一部

で，実際の数の大半を隠している」，「新型コロナウイル

スは，中国政府が生物兵器として開発したものだ」，「科

学者は自分たちの社会的地位を高めるために新型コロナ

ウイルスの深刻さを誇張している」，「マスメディアは視

聴率を高めて，広告収入を得るために新型コロナウイル
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スに関する市民の不安を煽っている」，「新型コロナウイ

ルスは，ワクチンや治療薬で利益を得るために製薬会社

が作り出したウイルスだ」。

COVID-19 リスク軽視（媒介変数）　COVID-19 に対す

るリスクを軽視している程度に関して，独自に 3 項目か

ら測定した。項目は 7 件法（1：全くそう思わない～ 7：

非常にそう思う）で尋ねられた。質問項目は「新型コロ

ナウイルス感染症はただの風邪にすぎない」「新型コロ

ナウイルス感染症にかかってもほとんどの人は大したこ

とはない」「世間の人々は新型コロナウイルスの危険を

大げさに言いすぎている」の 3 項目であった（a=.84, 

w=.84）。

感染リスク行動（従属変数 1）　本研究では，個人の

感染リスク行動として，最近 1 ヶ月の間に以下の行動を

どのくらい行ったかお答え下さい。」というリード文に

続けて，以下の 3 つの質問項目に対して，「1：全く行っ

ていない」から「5：非常に多く行った」の 5 件法で尋

ねた。「マスクをせずにお店に入る」（マスク非着用），

「特別な理由がなくとも街に買い物や遊びに出かける」

（街への外出），「家族以外の人と会食をする」（会食）で

ある。3 項目の信頼性係数は a=.51，w=.55 と低かった

ために，本分析では項目それぞれを従属変数として分析

を実施した。

政府による感染防止政策への支持（従属変数 2）　「新

型コロナウイルス感染症への対策として，今後 1 ヶ月程

度の期間に，政府や自治体が次の対策を取る（または

取った）ことを，あなたはどのくらい支持しますか？以

下，全国の話ではなく，あなたが住んでいる都道府県に

おける対策と考えて下さい。」というリード文の後で，

以下の政策に対して，「1：全く支持しない」から「7：

非常に支持する」の 7 件法で尋ねた。尋ねられた政策は

以下の 13政策であった。「外出時のマスク着用の要請」「5

人以上の会食の自粛要請」「不要不急の外出の自粛要請」

「宿泊を伴う旅行の自粛要請」「飲食店の営業自粛・時間

短縮の要請」「経済的支援を目的とした，個人に対する

一律の給付金」「利益が大幅に減少した企業への持続化

給付金」「小学校・中学校・高校の一律の休校措置」「小

学校・中学校・高校に対するオンライン授業の要請」「大

学に対するオンライン授業の要請」「企業に対するテレ

ワークの要請」「Go To キャンペーンの再開・推進・継続」。

統制変数　本研究では，その他の個人差変数として，

性別・年齢・政治イデオロギー・教育歴・性格特性を統

制した。性別は男性を 1，女性を 2 というダミー変数と

して，年齢は得られた数値を連続変量として用いた。

また，政治イデオロギーでは，保守イデオロギー，リ

ベラルイデオロギーをそれぞれ算出し，分析に用いた。

まず，「革新―保守」「左派―右派」「リベラル―保守」

というそれぞれに対して両極（1-11，および「わからな

い」）から自分の位置づけを回答してもらった。これら

3 項目のうち「わからない」と回答された項目以外の平

均値を算出した。そして，中点である 6 を基準とした距

離をもとに，リベラルイデオロギーと保守イデオロギー

の強さをそれぞれ指標化した。マイナスで算出される場

合には 0 とした。例えば，3 項目の平均値が 7.67 の人は，

保守イデオロギー得点が 1.67 点，リベラル得点は 0 点

となる。3 項目全てに「わからない」と回答した人はイ

デオロギーを有していないとして，保守イデオロギー，

リベラルイデオロギーともに 0 点に換算した。

教育歴は，最後に通った学校として，中学校を 1，高

校を 2，高専・短大・専門学校・専修学校を 3，大学を 4，

大学院修士課程・大学院博士課程を 5 とし，これを連続

変量として投入した。また，性格特性としてビッグファ

イブも測定し，統制した（小塩・阿部・カトローニ，

2012）。

結果と考察

因子分析　次元集約による変数化を目的として，探索

的因子分析をそれぞれの項目群に対して行った。

まず，COVID-19 陰謀信念の項目に対して探索的因子

分析を行った。項目には COVID-19 の脅威を高めるよう

な内容も，低めるような内容も含まれていたものの，固

有値の推移（2.398 → 0.943 → 0.716 →…）を確認した

結果，1 因子性が強く示唆される結果であった。相関

関係を見ても全ての変数間に正の相関が確認された

（rs>.16）。以上より，5 項目の平均値を「COVID-19 陰

謀信念」（a=.71, w=.71）とした。

次に，政策に関する支持の次元を集約するために，探

索的因子分析（最小二乗法）を行った。まず，カイザー

基準ならびに固有値の推移（5.237 → 1.489 → 1.119 → 

0.744 → 0.622 →…）の結果からも 3 因子が示唆された

ため，本研究では 3 因子を採用した。なお，「Go To キャ

ンペーンの再開・推進・継続」の項目に関しては，どの

因子にも負荷量が低かったために，本分析からは除外し，

独立の変数としてそのまま以降の分析に用いた。第 1 因

子は「外出時のマスク着用の要請」「5 人以上の会食の

自粛要請」「不要不急の外出の自粛要請」「宿泊を伴う旅

行の自粛要請」「飲食店の営業自粛・時間短縮の要請」

から構成され，「自粛要請」（a=.87, w=.88）と名付けた。

第 2 因子は「小学校・中学校・高校の一律の休校措置」

「小学校・中学校・高校に対するオンライン授業の要請」
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「大学に対するオンライン授業の要請」「企業に対するテ

レワークの要請」から構成されており「オンライン対応」

（a=.85, w=.87）と名付けた。第 3 因子は「経済的支援

を目的とした，個人に対する一律の給付金」「利益が大

幅に減少した企業への持続化給付金」から構成されてお

り「経済支援」（a=.74, w=.82）と名付けた。各因子に

含まれる項目の平均値を指標にしたものを以下分析に用

いた。これに，因子分析から除外した「Go To キャンペー

ン」を加えた 4 変数を「政府による感染防止政策への支

持」の 4 側面として以下の分析に用いた。

なお，先述の通り，個人の感染リスク行動に関しては，

項目数が 3 と少ないため因子分析は実施せず，信頼性係

数を算出したところ低い値であった（a=.51, w=.55）。

そのため，個々の項目をそれぞれ感染リスク行動の 3 側

面として，以下の分析に用いた。

記述統計と相関分析　主たる検討変数の平均値，標準

偏差，ならびに変数間の相関関係を表 1 に示した。また，

統制変数を含む全変数の相関関係は電子付録の表 S1 に

示した。

構造方程式モデリング　COVID-19 陰謀信念を独立変

数（X），COVID-19 リスク軽視を媒介変数（M），個人

のリスク行動と政策支持を従属変数（Y）として置いた

媒介的影響過程を構造方程式モデリング（SEM）によっ

て検討する。統制変数として，性別・年齢・教育歴・保

守イデオロギー・リベラルイデオロギー・ビッグファイ

ブ 5 側面から上記の変数全てへのパスを引いた。なお，

本研究では，変数間の相互の影響を統制するために，飽

和モデルとして検証した。

分析の結果が図 1 である。いずれの従属変数に対して

も，ほぼ同様の媒介的過程が確認された。すなわち，

COVID-19 陰謀信念が高い人ほど，感染リスク行動を

行っていた。ただし，マスク非着用との関連性は小さかっ

た。また，COVID-19 陰謀信念が高い人ほど，COVID- 

19 リスクを軽視する結果，自粛要請，オンライン対応

要請，経済支援を政府が実施することを支持しないとい

う傾向があった。その一方で，Go To キャンペーンに対

してはこれ以外の変数とは逆に負のパスが見られてお

り，COVID-19 リスク軽視が高いほど，政府による Go 

To キャンペーンを支持するという傾向が見られた。以

上より，SEM の結果は，本研究が想定する影響過程モ

デルが妥当である可能性を示唆するものであった。

なお，本研究では他の人口統計学的変数や性格特性か

ら本研究で仮定する影響過程が説明できるわけではない

ことを示すために，これらの変数を一緒に統制変数とし

て投入した。一方で，統制変数を全て分析から除き，何

も統制しないモデルも，主たる検討変数間の関連性は概

ね同様であり，有意性の結果も同様である。

 
研　究　2

研究 1 の結果の妥当性を確認すべく，1 年後の縦断調

表 1　各変数の平均値，標準偏差および相関係数（研究 1，2021 データ）

平均 SD 1 2 3a 3b 3c 4a 4b 4c 4d

独立変数

1 COVID-19 陰謀信念 3.16 1.10 1.00

媒介変数

2 COVID-19 リスク軽視 2.66 1.39 .37 ** 1.00

従属変数 1：感染リスク行動

3a マスク非着用 1.18 0.68 .07 * .14 ** 1.00

3b 街への外出 1.46 0.85 .14 ** .26 ** .24 ** 1.00

3c 会食 1.36 0.70 .08 * .16 ** .17 ** .35 ** 1.00

従属変数 2：政府による感染防止政策への支持

4a 自粛要請 5.92 1.17 –.22 ** –.41 ** –.10 ** –.24 ** –.16 ** 1.00

4b 経済支援 5.65 1.40 –.10 ** –.23 ** –.02 –.14 ** –.07 † .44 ** 1.00

4c オンライン対応 5.25 1.41 –.17 ** –.30 ** –.08 * –.19 ** –.07 † .52 ** .38 ** 1.00

4d GoTo キャンペーン 3.04 2.06 .13 ** .27 ** .07 * .16 ** .15 ** –.10 ** .06  .03 1.00

Note. 統制変数まで含めたより詳細な全相関は電子付録の表 S1 を参照のこと。

N=735；**p<.01，*p<.05，†p<.10
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査を実施した。この縦断調査のデータでは，次の 2 点を

検討する。1 点目として，1 年経過後においても変数間

の関連性や仮定した影響過程が同様であるかを確認す

る。2 点目として，縦断データに対する同時効果モデル

及び交差遅延モデルの結果から，影響過程の因果性に関

する示唆を得る。

方　法

回答者　日本のインターネット調査会社のモニターで

ある，研究 1 の回答者に対して，約 1 年後となる 2022

年 1 月 19 日から 1 月 27 日に再度回答を依頼し，765 名

の回答を得た。そのうち，2 回の DQS 項目にともに正

しく回答した 566 名を分析の対象とした。性別は男性

279 名（49.3%），女性 287 名（50.7%）であり，平均年

齢は 49.9 歳（SD=12.69）であった。以下，本データを

2022 データと呼ぶ。調査開始日である 2022 年 1 月 19

日は，感染力の高いオミクロン株が流行した，いわゆる

「第 6 波」の感染拡大時期であり，日本国内の新規感染者

数がその時点の過去最多を更新したタイミングであった。

分析項目　研究 1 とほぼ同様の変数および測定項目で

ある。研究 2 での変更点のみ列挙する。政府による感染

防止政策への支持（従属変数 2）に関しては，自粛要請

に関する 3 項目（「外出時のマスク着用の要請」「5 人以

上の会食の自粛要請」「不要不急の外出の自粛要請」）及

び「Go To キャンペーンの再開・推進・継続」に関する

1 項目のみが測定されており，研究 2 ではこれらのみを

分析に用いた。なお，再度，COVID-19 陰謀信念および

COVID-19 リスク軽視に関して因子分析を行ったが，研

究 1 と同様に 1 因子性が確認された。

結果と考察

記述統計と相関分析　2022 データに関して，主たる

マスク非着用

COVID-19
リスク軽視

COVID-19
陰謀信念

.37**

【感染リスク行動】

街への外出

会食

自粛要請

経済支援

オンライン対応

Go Toキャンペーン

.09†

.23**

.13**

-.37**

-.22**

-.28**

.22**

【政府による感染防止
政策への支持】

図 1　COVID-19 陰謀論が個人の感染リスク行動や政策支持に及ぼす影響とその媒介過程（研究 1，2021 データ）

Note. 数値は標準化係数である。見やすさのために係数は省略したが，薄い灰色のパスは全て非有意である

（|bs|<.07, ps>.12）。また，パス図に記載してはいないものの，性別・年齢・教育歴・保守イデオロギー・リベ

ラルイデオロギー・ビッグファイブ 5 側面から，COVID-19 リスク軽視，および「感染リスク行動」3 変数，「政

府による感染予防政策への支持」4 変数へとそれぞれパスを引くことで統制した。
†p<.10，*p<.05，**p<.01；N=735
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検討変数の平均値，標準偏差，ならびに変数間の相関関

係を表 2 に示した。また，統制変数を含む全変数の相関

関係は電子付録の表 S2 に示した。

構造方程式モデリング　2022 データに関しても，2021

データと同様のモデルにもとづいた SEM を実施した。

分析の結果，COVID-19 陰謀信念から自粛要請に関する

政策への支持への直接パスが有意となったことを除いて

ほぼ同等の分析結果が得られた（図 2）。また，研究 1

と同様に統制変数を除いたとしても主たる検討変数間の

関連性は概ね同様であり，有意性の結果も変わらない。

2 時点縦断データへの同時効果モデル及び交差遅延モ

デルによる因果過程の検証　因果過程をより詳細に理解

するために，2 時点縦断データを用いた同時効果モデル

及び交差遅延モデルによる検討を行った。横断調査では

A と B の 2 変数間の因果に関して厳密には相関関係し

か分からないものの，縦断データによるこれらのモデル

の利用によって，「A → B」と「B → A」のどちらが妥

当性が高いかを検討することが可能となる。2021 デー

タ，2022 データの全ての DQS 項目に正答した 440 名を

分析対象とした。また，本分析では統制変数は投入して

いない。

本研究では「X（COVID-19 陰謀信念）→ M（COVID-19

リスク軽視）→ Y（個人のリスク行動と政策支持の各側

面）」という影響過程が仮説である。従属変数である「Y」

は，2021 データで 7 側面，2022 データで 5 側面存在す

る。これらの従属変数間の相関は高くなく，また各側面

への個別効果を検証するために，これまでは別側面とし

て分析してきた。しかし，縦断データ分析において，従

属変数全ての側面の検証の実施は，結果も煩雑となり解

釈も困難となる。そこで，本縦断データ分析では，2 時

点でともに測定し，当時の感染対策の中核であった，感

染リスク行動の 3 項目（逆転）と自粛要請支持の 3 項目

を 1 側面の Y「自粛対策」として新たに平均値を変数化

した上で分析した。分析では「X―M」及び「M―Y」の

2 つそれぞれで比較検討した。

同時効果モデル及び交差遅延モデルの結果を図 3 に記

載した。まず，「X―M」の過程に関しては，両モデルと

もに「COVID-19 陰謀信念（X）→ COVID-19 リスク軽視

（M）」は有意な効果が見られたのに対して，「COVID-19

リスク軽視（M）→ COVID-19 陰謀信念（X）」は係数の値

が相対的に小さく，また非有意であった。ただし，95% 信

頼区間も重なり，値の差は小さい点は留意すべきである。

次に「M―Y」の過程に関しては，両モデルともに

「COVID-19 リスク軽視（M）」と「自粛対策（Y）」の双

方向ともに有意な影響が確認された。言い換えると，仮

説として想定した「M → Y」も確かに有意であったが，

それに加えて逆向きの「Y → M」にも有意な関連が見ら

れた。

なお，特に「X―M」においては，係数の値が通常の

相関係数でよく見られる値よりも小さいが，交差遅延モ

デルの効果量を検証した研究では，効果量小＝ .03，中

＝ .07，大＝ .12 が提唱されており（Orth et al., 2022），

本研究の効果は中程度以上の効果が示唆されるもので

あった。また，縦断データの間隔が 1 年と比較的大きい

表 2　各変数の平均値，標準偏差および相関係数（研究 2，2022 データ）

平均 SD 1 2 3a 3b 3c 4a 4d

独立変数

1 COVID-19 陰謀信念 3.21 1.18 1.00

媒介変数

2 COVID-19 リスク軽視 2.98 1.51 .49 ** 1.00

従属変数 1：感染リスク行動

3a マスク非着用 1.18 0.79 .09 * .17 ** 1.00

3b 街への外出 1.43 0.89 .14 ** .21 ** .13 ** 1.00

3c 会食 1.49 0.84 .08 † .26 ** .04 .37 ** 1.00

従属変数 2：政府による感染防止政策への支持

4a 自粛要請 5.94 1.29 –.36 ** –.50 ** –.17 ** –.30 ** –.13 ** 1.00

4d GoTo キャンペーン 3.08 1.92 .15 ** .28 ** .07 † .06 .21 ** –.14 ** 1.00

Note. 統制変数まで含めたより詳細な全相関は電子付録の表 S2 を参照のこと。

N=566；**p<.01，*p<.05，†p<.10
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図 2　COVID-19 陰謀論が個人の感染リスク行動や政策支持に及ぼす影響とその媒介過程（研究 2，2022 データ）

Note. 数値は標準化係数である。見やすさのために係数は省略したが，薄い灰色のパスは全て非有意である

（|bs|<.06, ps>.30）。また，パス図に記載してはいないものの，性別・年齢・教育歴・保守イデオロギー・リベ

ラルイデオロギー・ビッグファイブ 5 側面から，COVID-19 リスク軽視，および「感染リスク行動」3 変数，「政

府による感染予防政策への支持」2 変数へとそれぞれパスを引くことで統制した。

**p<.01；N=566

図 3　2 時点縦断データを用いた同時効果モデル及び交差遅延モデル

Note. 数値は標準化係数である。角括弧内は 95% 信頼区間である。

*p<.05，**p<.01；N=440
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ものの，一方で有意な関連性は確認された。感染禍は数

年単位で継続しており，短期的ではなく，中長期的な影

響として理解することの必要性が示唆される。

以上の結果から，本研究が想定した COVID-19 に関す

る陰謀信念を持つことが，COVID-19 のリスクを軽視す

ることを引き起こすという影響過程は概ね妥当であるこ

とが示唆された。

追加分析：COVID-19 陰謀信念の個別項目の分析　最

後に探索的ながら，2021 データ，2022 データそれぞれ

において，COVID-19 陰謀信念の個別項目を詳細に検討

していく。

表 3 に各個別信念に関して，ここでは同時に収集した

政治に関する陰謀信念項目との相関分析結果も記載し

た。一貫して確認されたのは，内容に関わらず，陰謀信

念どうしに正の関連が見られるということである。まず，

COVID-19 の危険性を高めるような内容である「政府に

よる感染者の隠蔽」と「中国による生物兵器」に関する

陰謀項目も，むしろ COVID-19 の危険性を低く見せるよ

うな内容である科学者やメディア，製薬会社の利権を主

張する他の陰謀項目と正の関連が見られた。これは探索

的因子分析結果で 1 因子であり，因子負荷量も全て正

であることとも整合する結果である。さらに，これら

表 3　陰謀信念の個別項目間の分析

2021 データ（N=735） 1 2 3 4 5 6 7 8

COVID-19 陰謀信念

1
日本政府が公表する新型コロナウイルスの感染者数はごく

一部で，実際の数の大半を隠している
1.00

2
新型コロナウイルスは，中国政府が生物兵器として開発し

たものだ
.28 ** 1.00

3
科学者は自分たちの社会的地位を高めるために新型コロナ

ウイルスの深刻さを誇張している
.26 ** .33 ** 1.00

4
マスメディアは視聴率を高めて，広告収入を得るために新

型コロナウイルスに関する市民の不安を煽っている
.16 ** .23 ** .57 ** 1.00

5
新型コロナウイルスは，ワクチンや治療薬で利益を得るた

めに製薬会社が作り出したウイルスだ
.27 ** .29 ** .59 ** .39 ** 1.00

政治陰謀信念

6 日本の政治家の多くは，外国に操られている .43 ** .42 ** .40 ** .38 ** .41 ** 1.00

7
政府に都合の悪い報道が出そうなときには，薬物を使用し

た芸能人を逮捕させて，隠蔽を試みている
.43 ** .32 ** .38 ** .27 ** .43 ** .54 ** 1.00

8
前回のアメリカ大統領選挙では，トランプ氏の勝利を妨害

するために，多くの不正が行われた
.18 ** .36 ** .37 ** .35 ** .32 ** .40 ** .30 ** 1.00

2022 データ（N=566） 1 2 3 4 5 6 7 8

COVID-19 陰謀信念

1
日本政府が公表する新型コロナウイルスの感染者数はごく

一部で，実際の数の大半を隠している
1.00

2
新型コロナウイルスは，中国政府が生物兵器として開発し

たものだ
.26 ** 1.00

3
科学者は自分たちの社会的地位を高めるために新型コロナ

ウイルスの深刻さを誇張している
.35 ** .38 ** 1.00

4
マスメディアは視聴率を高めて，広告収入を得るために新

型コロナウイルスに関する市民の不安を煽っている
.28 ** .34 ** .71 ** 1.00

5
新型コロナウイルスは，ワクチンや治療薬で利益を得るた

めに製薬会社が作り出したウイルスだ
.39 ** .30 ** .57 ** .47 ** 1.00

政治陰謀信念

6 日本の政治家の多くは，外国に操られている .43 ** .46 ** .54 ** .50 ** .48 ** 1.00

7
政府に都合の悪い報道が出そうなときには，薬物を使用し

た芸能人を逮捕させて，隠蔽を試みている
.51 ** .33 ** .44 ** .42 ** .48 ** .65 ** 1.00

8
前回のアメリカ大統領選挙では，トランプ氏の勝利を妨害

するために，多くの不正が行われた
.25 ** .37 ** .50 ** .51 ** .49 ** .54 ** .47 ** 1.00

Note. **p<.01
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COVID-19 陰謀信念は，一見すると関係が低そうな，ア

メリカ大統領選挙不正などの政治に関する陰謀信念の項

目群とも中央値で r=.43 と高い正の関連が確認されてい

る。つまり，方向性や内容に関わらず，陰謀信念どうし

に高い正の関連性が確認された。

次に，COVID-19 リスク軽視と COVID-19 陰謀信念の

個別項目との相関関係を確認した（表 4）。分析の結果，

リスク軽視は個々の陰謀信念それぞれと全体として正の

関連性が確認された。特に注目すべきは，「政府による

感染者の隠蔽」と「中国による生物兵器」に関する陰謀

である。これは，内容面で考えると，むしろ COVID-19

の危険性を高くみなしリスク軽視を下げる効果が見られ

る可能性さえあるような内容の陰謀論であり，他の項目

とは内容が持つ方向性が反対である。それにも関わらず，

これらの項目さえもリスク軽視とはゼロから正方向の相

関が確認された。

総合考察

本研究では，COVID-19 陰謀信念を持つことが，COVID- 

19 のリスクを軽視させる認知をもたらした結果，感染

リスク行動と政府の感染防止政策不支持を高めるという

影響過程を仮定した検討を行った。研究 1 では，2021

年 1 月に質問票調査を行い，COVID-19 の陰謀論を信奉

する人ほど，COVID-19 のリスクを軽視することで，個

人の行動としても会食や外出などのリスク行動を取ると

ともに，政府の政策としても自粛要請・オンライン対応・

経済支援などの感染防止対策を政府が行うことを支持し

ないといった関連性が確認された。研究 2 では，2022

年 1 月の縦断調査を行い，研究 1 と同様の影響過程のモ

デルの妥当性が確認された。さらに，2 時点縦断データ

による分析結果から，「COVID-19 陰謀信念→ COVID-19

リスク軽視→自粛対策の不支持」の影響が妥当であるこ

とを示唆する結果が得られた。以上より，本研究の仮説

「COVID-19 に関する陰謀論を信奉している人ほど，感

染リスク軽視を通じて，個人として感染リスク行動を行

うとともに，政府が感染対策政策を行うことを支持しな

いだろう」は，支持された。この結果から，COVID-19

に関連する陰謀論が，感染のリスクの軽視と，感染対策

をしない行動や感染防止政策の不支持へと結びつくとい

う，欧米と同様の心理・行動過程が確認されたといえる。

COVID-19 陰謀信念を持つことと感染リスク軽視の関連性

（X-M）

本研究では，COVID-19 陰謀信念が強い人は，感染リ

スクを軽視しがちであるという明確な関連が確認され

た。これは 2021 年でも 2022 年でも同様に見られた。

さらに，こうした効果は，2 時点縦断データを用いた

同時効果モデル及び交差遅延モデルにより，因果関係

をより詳細に検討したところ，「COVID-19 陰謀信念

→ COVID-19 リスク軽視」の回帰係数が有意である一方

で，「COVID-19 リスク軽視→ COVID-19 陰謀信念」は

非有意で係数も相対的に小さかった。この結果は，本研

究が仮定した「陰謀信念を持つことが COVID-19 に関す

るリスク軽視を引き起こす」という過程を支持するもの

であった。ただし，縦断データの分析における双方向の

影響のパスの差は大きくはなく，因果の方向が明瞭に示

されたわけではないという点には留意すべきである。

陰謀論を信奉することで，世間で広まった常識や専門

表 4　COVID-19 リスク軽視と陰謀信念の各項目との相関関係

2021 データ

（N=735）
2022 データ

（N=566）

COVID-19
リスク軽視

COVID-19
リスク軽視

日本政府が公表する新型コロナウイルスの感染者数はごく一部で，

実際の数の大半を隠している
.02 .10 *

新型コロナウイルスは，中国政府が生物兵器として開発したものだ .12 ** .14 **

科学者は自分たちの社会的地位を高めるために新型コロナウイルス

の深刻さを誇張している
.61 ** .57 **

マスメディアは視聴率を高めて，広告収入を得るために新型コロナ

ウイルスに関する市民の不安を煽っている
.51 ** .53 **

新型コロナウイルスは，ワクチンや治療薬で利益を得るために製薬

会社が作り出したウイルスだ
.46 ** .43 **

Note. **p<.01，*p<.05
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家が示す知見とは異なる“真実”に目覚める。その結果，

専門家や世間一般とは逆方向の知識や意見を正しいもの

として受け入れるようになる。COVID-19 に関しては，

医療の専門家がその脅威を指摘し，世間で広く危険性が

共有されているために，COVID-19 の陰謀信念を持つこ

とは，その反対に COVID-19 のリスクを軽視することに

繋がりうると考えられる。こうした COVID-19 の陰謀論

が COVID-19 への態度や感染防止行動へと及ぼす影響に

関しては，海外でも同様の影響の存在が指摘されてきた

（Bierwiaczonek et al., 2020; Imhoff & Lamberty, 2020; 

Romer & Jamieson, 2020）。本研究は日本国内でも同様の

心理・行動過程の存在を示したといえる。

感染リスク軽視と感染リスク行動・感染防止政策の支持の

関連性（M-Y）
次に，従属変数の下位側面それぞれを詳細に見ていく。

COVID-19 に関する陰謀信念を強く持つ人ほど，リスク

を軽視した結果，個人行動としては，会食など感染リス

クを高めるような行動を多く行っていた。一方で，感染

防止政策としては，自粛要請，オンライン対応，経済支

援を政府が行うことを支持しないという関連が見られ

た。つまり，陰謀信念がリスク軽視を高めた結果，個人

としてもコロナ対策行動を取らなくなり，また政策とし

てもコロナ対策としての自粛要請，経済支援，オンライ

ン対応を支持しなくなったという心理・行動過程が示唆

される結果であった。

一方で，Go To キャンペーン（旅行・外食支援）に関

しては，他の政策の支持とは反対の関連性が見られた。

すなわち，COVID-19 陰謀信念が強く，COVID-19 の危

険性を軽視している人ほど，Go To キャンペーン政策を

支持するという関連性が確認された。そもそも Go To

キャンペーンへの支持は，他の感染防止政策項目の全て

と関連が負であった。すなわち，この項目は感染を防止

するための政策ではないと見なされていたといえる。

Go To キャンペーンは，COVID-19 によって特に影響を

受けた観光・飲食業界への景気浮揚策として，旅行客や

外食する客に対して政府が経済的支援を行うことで，観

光や飲食の利用促進を目的としたキャンペーンであっ

た。しかし，旅行や会食は感染拡大のリスク要因でもあ

るために，当時強い批判もなされていた。実際に研究 1

の調査日の数日前に，感染拡大の状況を踏まえて Go To

キャンペーンは停止された。つまり，調査実施当時，こ

の政策は感染状況を悪化させうる，他の感染防止政策と

矛盾するものだと社会的に認識されていたと考えられ

る。その結果，自粛要請などの他の感染防止政策とは逆

方向の関連が見られたと考えられる。

もう一点考慮すべき点は，縦断データ分析では，逆方

向の影響もまた有意であった点である。つまり，自粛対

策を自身で行わず，そうした政策も不支持だったことで，

その後リスクを軽視するようになった影響も同時に存在

することが示唆された。感染対策はしなかった際に必ず

感染するというものではない。感染対策行動を取らない

人が，その後罹患しなかった経験を重ねる中で，主観的

な安心感が生まれ，リスク軽視が生じた可能性も考えら

れる。この点は安全帯不着用などの不安全行動とリスク

認知の関係性と類似しており，安全とリスク研究からの

アプローチが有用かもしれない。今後さらにその心理過

程と対策の理解が求められるだろう。

陰謀信念を持つことがもたらす効果

最後に改めて COVID-19 に関する陰謀信念それ自体を

より詳細に考察していく。

まず，陰謀信念の項目間の相関はどれも一貫して正の

関連性を示した。しかし，その内容を見ると，COVID- 

19 のリスクの過少評価を導く内容だけでなく，リスク

の過大評価を導きうる内容も含まれており，それらの方

向性の異なる項目が互いに正の相関を示していた。さら

には，「アメリカ大統領の選挙不正」などの政治場面で

の陰謀論とも中程度以上の正の関連性が確認された。こ

れらの項目同士で一貫して正の相関が見られているとい

うことは，それが示す内容に関わらず，ときにそれが示

す方向が反対に見える場合でさえ，陰謀が背後にあると

いう内容であることで，それらを一貫して信奉する人

がいることを示している。国内外のこれまでの研究で

も，陰謀論一般を信奉するような個人の心理傾向があ

ることが示されている（Brotherton, French, & Pickering, 

2013; Majima & Nakamura, 2020）。さらには，内容面で

矛盾している項目間でさえ，一貫して陰謀信念間に正

の相関が見られることも示されている（眞嶋・藤田・

宮澤・佐々木・山・横山，2022；Wood, Douglas, & Sutton., 

2012）。

また，各陰謀信念の項目は，COVID-19 リスク軽視と

正の相関が見られた。これは，「政府が感染者数を少な

く報告している」「中国政府が開発した生物兵器だ」と

いった，リスクを高く認識させうる内容の項目であって

も，負の相関とはならず，ゼロから低いながらも正の相

関が見られた。つまり，信じられた陰謀論に脅威を低め

る内容が含まれたことで，リスク軽視が起きたという側

面もあるだろうが，それのみでは十分に理解できない点

も残された。
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ここで改めて考えると，陰謀論一般は「権力を持つ人

や組織が秘密裏に世界を操作している」という形式が多

く，隠された脅威を煽る内容となることが多い。それに

も関わらず，COVID-19 陰謀論は，他の多数派の陰謀論

とは違い，COVID-19 の危険性を低く見積もらせていた。

それはどう理解するのがよいだろうか。

その一つの解釈として，権威ならびに世間一般の常識

的見解とは反対方向での主張を信奉するように陰謀論が

機能しているというものが挙げられるだろう。これは陰

謀論が持つ「権威による公的な推奨の否定」という特徴

から理解しうる（Douglas, 2021）。COVID-19 は，未曾

有の世界的危機であり公的機関や世間一般では脅威が高

く認識されている。一方で，陰謀論に基づく思考様式で

はそうした世間の現状自体が陰謀によって引き起こされ

たと見なされるために，「公的な推奨や世間とむしろ反

対に COVID-19 は実は危険ではない」という形へと認知

的転回をもたらした可能性が考えられる。こうした視点

は，独自性欲求が高い人が高い陰謀信念を持つ傾向が

あるという先行知見（Imhoff & Lamberty, 2017; Lantian, 

Muller, Nurra, & Douglas, 2017）とも整合的なものであ

る。こうした陰謀論がもたらす天邪鬼的認知への影響に

関しては，今後より詳細を検討することが必要だろう。

今後の展開

陰謀論が現代社会にもたらす問題は広く認識されるよ

うになってきた。本研究で扱ったような COVID-19 に関

するトピックだけではない。2020 年の米国大統領選挙

での不正選挙の存在を信じるトランプ前大統領支持者が

国会議事堂を襲撃した事件も記憶に新しい。COVID-19

に関して，さらにはその他のトピックに関する陰謀信念

自体がどのように生じるのか，またこれを低減解消して

いくためにいかに取り組めばよいのか，という点を解明

することは，今後ますます必要になってくるだろう。

2022 年 6 月現在において日本国内で問題視されるこ

との多い COVID-19 に関する陰謀論は，COVID-19 のワ

クチンに関するものだろう。研究 1 の調査を実施した

2021 年 1 月時点では，ワクチンの日本国内での接種予

定も決まっておらず，社会的関心も向けられていなかっ

たため，ワクチンに関する陰謀論は調査項目には含めら

れていない。製薬会社に関する項目に関連項目はあるも

のの，直接尋ねた項目ではなかった。ワクチン忌避は，

COVID-19 のみならず，子宮頸がんを引き起こすヒトパ

ピローマウイルス（HPV）や麻しんなどのワクチンに関

しても重大な医療・健康上のリスクとなりうる。今後は，

「反ワクチン」と呼ばれる態度に陰謀論の存在がどのよ

うに影響するのかという点に関する検討も重要となるだ

ろう。そして，さらには，COVID-19 のパンデミックは

何十年も続くわけではないと考えられ，アフターコロナ

の時代に向けて，今後の心理・社会的な変化を理解して

いくことも必要となっていくだろう。
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Conspiracy beliefs about COVID-19 leading to riskier behavior and disapproval of national 
infection prevention policies: The mediating effects of a disregard for infection risk

Kengo Nawata (Fukuoka University)

Toru Oga (Kyushu University)

Makoto Fujimura (Fukuoka Jo Gakuin University)

There are many conspiracy theories about the novel coronavirus disease (COVID-19).  Belief in these 

conspiracy theories may lead people to underestimate the risk of COVID-19 and adopt behaviors that increase 

their risk of infection.  Consequently, they may not support national infection prevention policies.  In study 1, we 

administered a survey in January 2021 and analyzed the data using structural equation modeling (SEM).  The 

results revealed the validity of the following hypothesized model: “Conspiracy beliefs about COVID-19 → 

disregard for infection risk → individual behavior that increases infection risk and disapproval of national infection 

prevention policies.” In study 2, a longitudinal survey was disseminated to the respondents of study 1 in January 

2022.  The results were similar to those obtained with SEM in study 1.  Analysis of the longitudinal data based on 

simultaneous effects and cross-lagged models revealed the following causal relationship: “Conspiracy beliefs 

about COVID-19 → underestimation of infection risk → infection prevention”.  These results suggest that conspiracy 

beliefs about COVID-19 may have a disruptive effect on governments’ infectious disease control policies.
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